
 

 
 

千葉市監査委員告示第１１号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により、包括外部監査

の結果に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉市長から通知がありましたので、公表し

ます。 

 

  令和３年１０月２１日 

 

                    千葉市監査委員 大 木 正 人 

                    同       宮 原 清 貴 

                    同       小松﨑 文 嘉 

                    同       麻 生 紀 雄 



 

 
 

３千総業第２０４号 

令和３年１０月１３日 

 

千葉市監査委員 大 木 正 人 様 

同       宮 原 清 貴 様 

同       小松﨑 文 嘉 様 

同       麻 生 紀 雄 様 

 

千葉市長 神谷 俊一  

 

 

包括外部監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

平成３０年度包括外部監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により別紙のとおり通知します。 

 



 

 
 

平成３０年度包括外部監査 

監査のテーマ：業務委託に係る事務の執行について 

第４ 監査の結果及び監査の結果に添えて提出する意見（総論） 

監査の結果（指摘事項の概要） 講じた措置 

３．個人情報の取扱いについて（指摘）【各課】（報

告書 P64） 

個人情報を取り扱う委託契約では、委託契約書

で「個人情報取扱特記事項」を定めるとともに、

委託先事業者から同特記事項第３（適正な管理）

等に従い、個人情報管理責任者及び研修等の実施

計画の報告を求めなければならない。 

一方、本監査の詳細調査において、個人情報の

取扱いに関連して「個人情報の取扱いが想定され

ないにも関わらず個人情報取扱特記事項を含めて

いる（ただし、必要書類は徴収していない）」、「個

人情報を取り扱う委託事務としているにも関わら

ず個人情報取扱特記事項で定める必要書類を入手

していない」という状況が見受けられた。 

このような状況が生じている原因として、個人

情報を取り扱う業務を外部委託することの重要性

の認識が欠如していることに加え、委託する業務

の仕様内容に基づき、個人情報を取り扱うか否か

の判断や取り扱われる領域に対して十分な検討が

行われていない、個人情報の定義が発注課で十分

理解されていないことが考えられる。 

【指摘】 

業務を外部委託する際には、委託内容に個人情

報が含まれるかどうかを十分確認の上で委託契約

書を作成するとともに、個人情報の取扱いが委託

内容に含まれる場合には、委託先事業者が個人情

報の適切な管理のために必要な措置を講じている

かどうかを確認されたい。 

市が個人情報を含む委託業務を履行させるに当

たっては、「千葉市個人情報保護条例」（平成 17年

千葉市条例第５号）その他個人情報の保護に関す

る法令等を遵守する必要がある。「個人情報取扱特

記事項」に従い、個人情報管理責任者の設置状況、

個人情報を取り扱う際の遵守すべき事項等を周知

させるための研修等の実施計画についての報告を

求め、個人情報の適切な管理のための措置が図ら

れているかどうかを十分に確認する必要がある。 

 

 

個人情報を取り扱う委託契約については、平成

31年 3月 25日に、政策法務課市政情報室長が、

各所属長に対し「個人情報取扱特記事項の遵守に

ついて（通知）」を発出し、個人情報取扱特記事

項の遵守について周知徹底した。 

これに基づき、各所属において、個人情報を取

り扱う事務の委託を行うときは、「個人情報取扱

特記事項」の内容を委託事業者に遵守させるよう

徹底し、委託事業者から必要書類を徴収するとと

もに、委託する事務が個人情報を取り扱うもので

ないときは、委託契約書に「個人情報取扱特記事

項」を含めないこととした。 

 


